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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
魅力ある「埼玉ブランド食品づくり」支援事業 商工費 産業技術総合センター運営費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 △1,230 △1,230 43,778

現計額 45,008 40,000 5,008

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

産業技術総合
センター費

事 業
期 間

令和 2年度～ 根 拠
法 令令和 4年度

　多くの食品製造企業が製品開発にしのぎを削る中、新
製品を作るだけでは販売量は伸ばせない。商品の魅力が
消費者に伝わり、安心・信頼を得て継続的に購買される
「ブランド化」が重要となる。そこで、高付加価値製品
の開発に加え、「その魅力を消費者に伝える」ための支
援体制を強化し、県内の中小企業の競争力向上を強力に
後押しする。

（１）魅力ある「埼玉ブランド食品づくり」支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1,230千円
　　　備品購入費の入札差金が生じたことによる減、展
　　示会がオンライン開催に変更されたことによる負担
　　金の減及び事務費の節減により生じた執行残の減

（１） 事業内容
　 ア　埼玉ブランド食品開発研究会の設置
　 イ　新製品開発支援
　 ウ　デザイン支援
　 エ　プロモーション支援
（２） 事業計画
　 ア　令和2年度：埼玉ブランド食品開発研究会の設置、新規の食品開発、地場の食品・酒類製造業の支援強化、セミ
　　　ナー・勉強会開催、外部アドバイザーによる個別指導。
　 イ　令和3年度：新規の食品開発、地場の食品・酒類製造業の支援強化、セミナー・勉強会開催、外部アドバイザー
　　　による個別指導を継続して行う。
   ウ　令和4年度：令和3年度に加えプロモーション支援として、埼玉県産業振興公社と連携しビジネスアリーナや東京
　　　ビックサイトへの出展等を行う。
（３） 事業効果
　 ア　支援企業：累計50社（3年間）
　 イ　商品化：5件（3年間）
　　　 本県の食品製造業は、従業員を多く雇用し、付加価値額も大きく地域経済に極めて大きな影響力を有する主要産
　　　業である。本事業を実施することにより、食品製造業の継続的な活性化を図ることができる。
（４） 県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　 ア　SAITEC北部研究所が保有する「食品・バイオ等」技術支援機能を最大限活用する。
　 イ　県産業振興課および県農業技術研究センターと連携し、食品素材となる埼玉県産野菜の特徴や優位性、加工の要
　　　望等について情報交換を行う。また、県熊谷保健所を通じて県民の栄養摂取状況や課題を把握し、高付加価値食
　　　品開発へ繋げる。
（５） 補正予算の概要
　 ア　備品購入費の入札差金が生じたことによる減、展示会がオンライン開催に変更されたことによる負担金の減及び
　　　事務費の節減により生じた執行残の減

　（県10/10）

　地方交付税措置あり
　工業技術センター費

　9,500千円×5人＝47,500千円

補正後の
予算額

― 産業労働部 B18 ―
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